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1992年1月の「アメリカ経済学会・第 104回年次総会」は東側陣営の崩壊を目前にして，米

国での第一線のソ連研究者の報告を集めた。そのなかで FischerS.らは「今世紀においてソ

ビエト連邦の誕生と終局的崩壊といった出来事ほど重要なものはない。ソビエト連邦が最小限

の生命の損失で以て消滅したことは，その死去と同程度に驚くべきことである。改革のペース

と方向を維持することは明らかに西側の利益になるJと述べている。（≪ The AmericαnEcono-
mic Review )) 1992, Vol.82, No.2, p.41.) 

戦後の冷戦構造のなかで，対ソ戦略的研究に力を入れてきた米国（ならびにそこでの研究者）

としては， 80年代末にドミノ的に［敵」が「総崩れ」したのであるから，そのショックは計り

知れないものがあるが，まもなく旧ソ連諸国を米国の思惑に取り込んでしまおうという動きが

露骨になってきた。そのことを先の引用文は的確に表現しているといえよう。

そのようななかでソ連研究に深入りしてきた学者からは研究方向喪失感が当然のごとくでて

きたが，まもなくソ連「崩壊J後も旧ソ連諸国の動向を分析・予想していく地域研究として継

続していくものもあれば，再度ソ連の存在意味とその崩壊過程の原因を分析する総括的研究が

少なからずあらわれてきた 2）。

1 ）本稿は，平成6年度文部省科学研究費補助金・一般研究c（萌芽的研究）による研究成果の一部で
ある。（研究課題番号 06803008)

2）米国でのこの研究分野の第一人者でもある GrossmanG.は，ソ連の消滅によって決して比較経

済体制研究はなくならず，ソ連型体制崩壊後の体制移行の研究として継承されるとみなしている（f経
済研究］（一橋大・経研） 1992年，第43巻第4号， 298,302頁）。
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振り返ってみると60年代中ソ論争のおり，中国がソ連型体制を批判し，独自の道（毛沢東の

急進主義路線での経済建設）をした頃，中ソの体制比較に類した論議がなされたことがあるが，

そこでは制度の違いが押し出され，スターリン流の命令型計画経済に対し，当時の中国の分散

型（農村を基盤にした）人民公社方式の優越性が一白的に論じられるようなものであった。し

かしその論争は，実証分析ぬきに，イデオロギー先行で比較検討きれ，しかも体制をまるごと

比較するといった荒っぽいものであり，とうてい科学的な議論に耐えうるものではなかった。

米国では，戦後冷戦体制の構築と並行して，対ソ戦略的研究が国家的援助の下に展開され，

いち早く学問分野としての比較経済体制論がアカデミズムの世界にも確立された。そのなかで

米国資本主義経済体制の方がソ連型社会主義経済体制より様々な指標から見て効率的かつ発展

的であることを実証しようとするものであった。当時はソ連の統計情報が十分に公開されてい

ないので，様々な推計方法が開発されたりもした。 CI Aによる独自のソ連GN P推計などは

その代表格であろう。しかし米国で50～60年代に展開された米ソ比較体制j研究は，かなり反ソ・

イデオロギー的色彩に彩られていた。その後60年代後半より，米国でも客観的にソ連分析をす

る真面目な研究が現われ始め，世界での研究水準をリードすることにもなる。

しかし70年代は「社会主義」諸国の経済体制の様々な側面からの比較研究がなされ，どの回

が集権的ないし分権的であるかといった視点からの分析が中心で，およそ今日のような大胆な

「体制転換」ないし「市場経済移行jを問題にするものではなかったしソ連型システムが将

来もかなり存続すると考えられていたのである。

一五， 80年代に米国で肢雇した新自由主義（シカゴ学派）の経済学者らは，従来ソ連研究に

ほとんど携わることなく，自己のスタンスの勝利を当然であるかのようにみなした。そしてハ

イエク（Hayek,F.）の自説が高く再評価され，彼が半世紀以上も前に「ソ連型社会主義の崩

壊Jを言いあてていたかのように言うものもある。それでもソ連の「自滅」と米国の「一人勝

ちJといった現実的対比は，何ら具体的分析なしに説得性をもちうるので，新自由主義の主張

が正しかったかのようにみえるが，先のソ連研究者の多〈（保守主義でなくリベラリストも含

めて）は，そのような判断に組しない。

わが国でも，欧米でのソ連研究の動向と似通ってはいるが，「崩壊」という現実をふまえて，

再度ソ連およびソ連型社会主義経済体制の存在意味を総括する研究が欧米に比べていまひとつ

少ないようにもみえる。

Ellman [1992a, p.6]3）がいうように「ソビエト社会は完全に崩壊するにせよ，社会科学の

方法論の観点から，大きな関心のある対象として残るであろう。それは，長期に工業社会で試

みられた現代資本主義に対する平時での唯一のオルターナテイブである」。そのような意味で

は，ソ連研究は今後も継承されるべき積極的意味をもっているはずであり，その否定的側面や

3）以下本文での引用箇所の指示は，脚注欄ではなく，本文中に著者名［発表年， 頁］で示す。なお

英文はp.で，露文はc.で，日本文は頁で該当箇所のページを指示している。
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消極的な意味も含めて，再度，真撃に自己のソ連研究を系金括・点検するという苦渋に満ちた課

題を避けて通ることは出来ないであろう。

そこで本稿では， 1992年以降から今日までに発表されてきた欧米とロシアでの研究成果をフォ

ローしながら，次の問題設定をして独自に分析してみる。

①いかなる要因・作用によって1991年末にソ連型システムが崩壊せざるをえなかったのか

? 4) 

②それに反して中国の経済体制が80年代後半をどのようにして乗り切ったのか？，というこ

ワの問題関心から，歴史的経過を比較検討しつつ，私が1991年末までに追跡してきたソ連経済

改革（ペレストロイカ）の動向分析についての一応の総括にかえたいと考えている。

なおこの総括のために，何故ここで中ソ比較分析をするのかといえば，中国とソ連は戦後世

界で「社会主義の覇権的大国」であっただけでなく， 1980年代に本格的な改革が開始されるま

での体制の仕組みとしてソ連型システム（一党独裁，行政命令型管理，物動型計画・配分など）

で酷似していたので，その後の両大国の変化を比較対照するのに適していると考えられるから

である。つまり発展段階は異なるにしても，システムとか外部環境等の点で初期条件がマッチ

しており，例えばソ連と東欧の一小国という比較上のミスマッチとはならないからである。ま

たソ連の「消滅」， RP「社会主義の失敗」という先の新自由主義的評価に対して，中国の「躍

進・存続jはひとつの反証でありえるかもしれず，あえて比較検討してみることで，論理実証

的な結論をえられるのではないかと考えたからである。

確かに，ソ連型計画経済・社会の建て直しとしてのペレストロイカは失敗に帰したが，それ

に代わるシステムが構想、・提案されず，やはり市場＝資本主義システムしかないという考えか

ら，新自由主義学派の勢いはカを増した。そLてポスト・ソ連のロシアでは「急進的改革」が

実施され， 30年代大不況にも勝とも劣らない超インフレ下の不況を露呈し，混迷を深めている

のが現状である。これに対し，中国は，政治の民主化を棚上げにして（一党制を維持しつつ）

80年代に改革・開放路線で躍進を遂げ， 1992年には「社会主義市場経済」を目指すというとと

ろまで辿り着いた。そこでとくに80年代後半の対照的な中ソの動向を比較分析することで，ソ

4 ）なお本稿では，政治体制としてのソ連邦に関しては， 1989年半ばのバルト 3国における連邦離脱・

独立運動からソ連の解体に向けて運動が本格化し，その後非ロシア人が多数を占める民族共和国で独

立化の動きがまき起こり，連邦国家の刷新も最終段階まで迎えたかにみえたが， 1991年末にエリツイ

ン等の逆クーデタともいうべき行為によって国家体制としてのソ速は解散に追い込まれたとみている。

このような見方は， Aツィプコ（「ソ連崩壊は何であったか」『ピュレテイン』（ユーラシア研究所）

第25号， 2～9頁），中沢孝之（『資本主義ロシア』岩波新書， 1994年刊）と共通するものである。

他方，ソ連型経済体制に関しては， 1988年頃から崩壊過程が始まうて， 1991年8月クーデタの失敗

後，各共和国が連邦への財政資金拠出をやめ，機能不全に陥ったときに最終的に解体されたとみる。

本稿では，経済体制と政治体制とをまったく割り切ってしまうのではなく，国権的社会主義体制は経

済体制と政治体制とが表裏一体化していたため，ソ連型経済体制という場合，政治体制の諸側面も含

むものとして扱うことを前以て断っておきたい。
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連の「歴史的実験」の失敗が何に起因するのかを確定し，ひいては90年代のポスト・ソ連での

社会・経済体制の形成に方向性を示せるのではないか，と考えられる。

なお本稿では，かつての体制（機能システム）それ自体をいきなり比較するのではなく， 70

年代の比較体制論研究での成呆を継承しつつも， 80年代末の体制内改革から市場体制移行まで

の巧拙如何という今日的問題に照らして，中ソ二大国をとりあげ，その種々の側面から比較検

討しつつ，その両大国の対照的動態の原因ないし要因を評価しようとするものである。

その前に，比較分析の方法論とかかわって，最近の中ソ比較のなかででてきたアプローチな

いしスタンスの重要な論点につき整理しておこう。

第 1部 中ソ比較体制分析のアプローチと論争点

最初に中兼和津次氏が「ソ連ないしソ連型体制の崩壊」について4つの見方を区分されてい

るので，それから紹介することにしよう。まず「ソ連経済崩壊の諸原因Jないし「社会主義経

済体制衰退の根本的要因」と Lて，第1の見方は，外的要因によるもの，つまり戦前は帝国主

義列強に，戦後は米国の対ソ包囲網のもとにおかれ，過大な軍事支出を強いられ，白ら閉鎖的

なシステムを形成せざるをえなかったという一種の「歴史環境説」である。

第2は，主体的な誤りないし未熟さによるもの つまり「指導部の誤った経済政策が社会主

義各国の経済パフォーマンスを低下させたとする」いわゆる「政策失敗説」である。

例えば， Ellman[1992a, p.27］は，ソ連体制の「部分的崩壊の直接的原因は，指導部自身

の行動，つまり不安定な制度的変更と経済政策であった」とし，さらに彼は，その崩壊の究極

的原因が指導部の経済政策についての無知といった無能力，システムの修正可能性への誤った

確信などにあるとみる。

伝統的なソ連型モデルがいかに機能していたかが理解されず，ず、っと以前から討われていた

「大規模集権的システムは，変化に対し適応が遅く，システムの脆弱な性質をもっ」（67年のソ

ビエトのシステム論者LernerA.の指摘）ということの反面，西側社会体制は，自由・民主

的政治制度と，市場経済・非市場セクタ←・国家規制との結合とによって，少々の経済危機と

か戦争被害などによってもその柔軟性をもつことがわかっているにもかかわらず，それが東側

の制度変更・改革に反映されなかった。

さらに Ellman[1992a, p.31 32］は「およそ最適ではないにしても，機能していたシステ

ムを破壊すること」がゴルバチョフ指導部により追求された制度変更と経済政策の意図せざる

結果であったと断言する 5）。

中兼氏による分類の第3は，体制を支持する精神的支柱が見失われてきた，つまり「革命期

5 ) Olisevich [1992, c.27～28］も次のように言う。婆するに，経済システムの危機は，ペレストロ

イカの開始の契機どなったにしても，経済の危機は， 80年代前半までにも， 89年までもみられな ノ
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の精神的高揚・理想、は失われ，人々がそれへの信頼を失い，体制を支持しなくなった」という

「イデオロギー衰退説」である。

中兼氏は，以上の3つの説明ないし要因では，いずれも「体制転換に追いやるものとして説

得性に欠けるJと批判され，害容4の見方，つまり「体制の仕組み自体の欠陥」説を左りだきれ
る6）。

A-1 ソ連経済体制の評価をめぐって

ところがこの第4の見方は，ソ連型経済システムのワーキングに関してさらに大きく二つに

わかれる。ひとつ（④ーlと略記）は，ソ連型経済体制（ないし集権的計画経済）がかつては

（重化学工業による高度成長や，軍事・宇宙開発などの国家的事業で）それなりに存在根拠も

積極的な意味ももっていたが， 80年代のME革命に乗り遅れてしまい，対西側のコンブレクス

を植え付けられ，挫折する宿命となったという，シュンベータ一流の「成功の故の消滅jを重

視する見方である。そもそもソ連型の経済システムは，技術開発の民需への伝播が遅く，産業・

生活への応用を促進せず，！日来の機械設備を老朽化するまで使用するといった硬直的システム

であった，という見方もこの「成功（基礎的な生活水準を保障し，安定をもたらした）故の

（その後，対西側とのギャップをうめられず）消滅」説に入る 7）。

もうひとつの見方（④－2と略記）は，ソ連型計画経済がそもそも市場メカニズムに代わり

かった，というのが大方のソビエト専門家の見解である。従って， 90年まではソ連全体としては経済

危機にはなかった。例えば，当時のNAT Oの報告（89年公表）では，ソ速がシステムの変更なしに

2000年まで低成長を続けることが予測された。だから経済危機の原因は別の所に求めるべきであろう。

ここでOlisevichは，「システムの機能不全としての危機」と「経済の現実の危機的状況jとを区

別し，前者が長期的なもので，後者が政策の失敗といった短期的な要因によるものとみなしているの

である。

6 ）以上の分類は，中兼［1993a] [1993 b, -p.57～59］から表干文章を簡略化して引用した。

7 ）このソ連型システムの達成ないし成果について二人の論者から引用しよう。

Olisevich [ 1992, c. 27 Jは，ソ連が戦後曲がりなりにも 4つの課題（生産基盤の復興・確立，米

国に肩を並べる軍事力の創出，都市化の実現，消費水準の著しい向上）を解決したという事実に照ら

して，それはもし恒常的に危機的状態にあった国では不可能なことであろうという。

また Ross[1993, c.185～186］は次のような指標をあげて， 70年代までのソ速の発展が驚異的で

あったことをいう。

一人当り GN PでOEC D諸国の指標と比較した割合は， 1913年から1970年にロシアで対25%から

対50%へ，ラテンアメリカで対25%から対28%へ，アジア（日本を除く）で対12%から対18%へ，と

いう具合である。

ここで日本だけがロシアを追い越したのであり，その日本は戦後軍事負担を回避でき， GN Pの3

～ 4%をさらに追加して投資に振り向けることが出来た，ということを考慮すれば，ソ連経済の発展

は少なくとも日本と何ら遜色ないものといえる。また ！日ソ連は，赤貧を撲滅し，社会保険を組織し，

包括的な社会保障システムを構築し，教育の高水準を達成し，米国と比肩される軍事力を創出できた。

またソ連のテクノロジーは，（日本ば受けなかったとごろの）技術移転の封鎖にもかかわらず， メ
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得る機能を発揮できるわけがなかったのであり，それがかくも長く存続し得たのは，独裁制の

もとで抑圧が続き，情報統制と自由が束縛されてきたから（ないし外延的拡張によるもの）で，

80年代末から91年にかけて東欧やソ連での政治の民主化が進むと一挙にこの体制は崩壊せざる

を得なくなったとみる新自由主義学派の見方である。（例えば Boettke[1993] Why Pere-

stroikαFailed, Routledge, p.l～ 11) 

Ellman [1992a, p.8, 14］が言うように，ソ連は50年代に急成長と生活条件の改善をもた

らしたのであり，いわゆる“黄金時代”を迎える。事実50年代末には平均寿命も世界最高レベ

ルにまで達したのである。ところが59年～63年に経済成長が急降下し，それから約20年間続い

た。この時期の唯一の達成といえば，軍拡により軍事的均衡を維持しようとしたことで，反面

社会生活での否定的傾向（科学の退化，平均寿命の低下，犯罪の増加，腐敗の拡大など）が蔓

延するようになる。またアンドロポフが82年末に党書記長に就任してから，規律強化がなされ，

少なくとも 4年隠は経済成長を上向きにした。

かつての1965年改革はすぐに放棄され，官僚主導の命令型体制が復活するが，この退却はま

だその伝統的なモデルの生命力による拒否ともみられるが， 80年代末になると状況は異なり，

指導部自らが中央官僚機構・公式イデオロギー・党の役割という三本柱をとり壊しはじめたの

である（Ellman[1992a, -p.20］）。

このようにみれば，ソ連体制はそれなりに生命力も，時には活力も持ち合わせていたのであっ

て，④ 2のスタンスは全く根拠がないというべきであろう。

Treml [1993, p.90～92］は，前者の見方（④－ 1 ）を少しアレンジして，ゴルパチ五ブ登

場以前にもソ連型システムが問題をかかえていたにしても それなりに機能していたのであっ

て，従来のやり方（集権的に規律強化など）で立直しされたのに，ペレストロイカがその杜会

主義を解体させてしまったとする見解を分類する。それは旧ソ連の保守派が共有する見方で、あっ

て，一貫して白由化，私有化に反対し，否定的現象をすべて改革のせいにする。 Tremlが分類

する第2の立場とは，先の（④ 2）と同じであり，危機的状態をすべて旧社会主義の負の遺

産とみなし，急進的改革を主張するものである。

航空機，エレクトロニクス，応用物理で世界最高水準に達していたとみられる。

ところが周知のように， 70年代後半から日本に， 80年代からANI Es ，そして中国が不均等に躍

進してくるなか，ソ連は逆に停滞ないし立ち遅れをみせてくるのである。

いずれにせよ上記のような指摘は，ソ連型体制の否定的側面（ないし大きな犠牲）を無視ないし軽

視するという一面性は免れないし，若干の誇張があるにしても，半面の事実としても理解されるべき

であろう。

人聞はときに，過去の苦難を 種のノスタルジー（郷愁）で美化してしまったり，逆に現在の境遇

を全て過去の責任のせいにしがちである。この両方の感情移入が交ざった主観的評価から抜け出し，

客観的にその時々のシステムのワーキングを評価できるためにも適切な比較分析は欠かせないであろ

つ。
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Treml自身はどちらの立場に立つのかそこで明言していないが， Ellmanがそれに対する短

い論評で批評している。 Ellmanは，第2の立場（④－2 ）の（ソ連型システムが最初から機

能上無理があったという）問題設定自体が誤りで，危機的状況をすべて負の遺産とみなすのは

有害であると批判する一万で，第1の立場（④ 1）もソ連型システムの永続可能性まで主張

するならば，長期低落傾向が現実であった以上，一面的であるとみる。

したがって1958年以降のソ連の停滞はシステムの基本的特性に問題があったことを示しては

いるが，やはり「1980年代末の経済体制崩壊は，システム・経済政策・内外環境の相互作用か

ら生じた偶然的現象であった」とするEllman[1992a, p.31, 1993, p.2～3］の結論付けに

筆者も同意するものである。

そこで体制の崩壊に至らしめた要因のうちどれが主因でどれが副因かという区別をつけるこ

とが可能でも， Ellmanがいうように諸要因が一体的に作用した結呆というべきであろう。

その点では中兼氏も「体制内在的要因Jが主因であり，その他3つの要因が副因とみなされて

いるのであるが，エルマンや筆者は，「体制内在的要因」が基本であっても，体制の崩壊に直

接的に導いたのは「政策の失敗jにあるとみている。比験的表現を用いれば，ソ連型集権的計

画経済という“慢性化した重傷の病”に対し“間違った治療”をしてしまったのであるヘ

ところで中兼氏自身は，明確に先の二区分をされずに，開店をひっくるめて自説を展開され

ているが，そのなかでも特に内生的な市場がもっ「自律的ダイナミズム」を決定的に重要視さ

れる。この「自律的ダイナミズム」とは，かつてケインズが指摘した「不活動よりもむしろ活

動を欲する自生的衝動」である「血気（animalspirits) Jといったものが資本主義体制のな

かでは助長・促進されること，あるいは「市場を通しての競争であり，競争の勝者と敗者に対

するサンクションのシステム」のことである（中兼［1993b, p.60 J）。氏によれば，こうした

「多様な動機や欲望をよりよく満たすメカニズムがあってはじめて体制は整合性を保つことが

できる。そのメカニズムとは市場以外にありえない」とされ，反対にソ連型計画経済体制は，

:!J命後一定期間は機能しえても，表の部分で市場を抑圧し（裏のアングラ経済で支えられ），

それに取って代れない限り「長続きするわけがない」のである。この見方は何も中兼氏独特の

ものではなく， KornaiJ.をはじめ新白由主義的学者がこぞって主張するところのものである。

若干横道に逸れるが，私はこの見方に対し疑問をもっO 社会主義経済が市場メカニズムと相

容れないものかどうかという論争点はさておき，本来社会主義のコンセプトないし構想は，シュ

ンベータのいう「資本主義の成功の故の消滅」の後に出現する社会形成理念であるとすれば，

（野心的で時には違法な）「自律的ダイナミズムJを克服したところに「自然と調和した人間的

な生産力Jがあると考えるべきで，「ダイナミズムJが強ければ強い程よいというものではな

8）同様のよ七時金的表現を用いて， Efstigneev[ 1993, -p. 32］は「確実な死よりも致命的な危険の方向

に向かつて進むJ方がましと言うが，私は，ソ連型体制が「死に瀕していたjのではなく「慢性的な
重傷jであったという認識をしている。
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かろう。確かにソ連型計画経済は，米国資本主義体制に経済競争において敗れはしたが，その

こと自体は何らソ連型システムの欠陥なのではなくて，他にソ連型体制の歪み（非民主性とか

自由の抑圧）や体制維持の安全弁の欠如（集権的システム故，中央の瓦解は一挙に全体を崩壊

に導く脆さがある）などに「体制内在的要因jをもとめるべきであろうヘ

A-2 中国の「改革・開放jモデルについて

次の論争点とは，中国経済体制の改革の進行に関するもので，中国の「改革・開放」路椋が

ひとつのオプションないしモデルとなりf尋るかどうかという点である。

恵まれた特殊な環境下では，中国の方式はモデルとして適用可能という見方をとるのは，

Berliner, Goldman, Chow等である。

それに対し，中国の方式＝「改革・開放j路線は後進国での諸条件下での低開発からの脱皮

の一例でしかなく，中国自身も深刻な経済的・政治的問題を抱えており，モデルとはなりえな

いとみるのは， Aslund,Chen他，中兼， Efstigneev等である。そしてBrusらは，そのどち

らでもなく，ケース・パイ・ケースの立場にたっている。

例えば，中国改革を肯定的に評価する Chow[1993, p.71～72］は，中国改革プロセスの主

な特徴として，①改革に対する強力な支持，②試行錯誤的に独自の市場経済へ移行，③実験か

ら包括的な適用へ拡大する慎重なやり方，④指導部のプラグマティックな姿勢，⑤政治システ

ム内で大異変がないことをあげ，それが中国における経済改章を漸進主義（gradualism）と

いわしめるものになっているという。（その根拠のーっとして，「大企業・国営銀行は，制度的

惰性（inertia）と要請される人的資本の欠如のため，全く新しい行動パターンに急速には変

更できないのである」ということもあげている。 Chow[1993, p.73]) 

これに対し， 1993年4月の同じ国際会議で， PeterNunnenkamp [p. 78～80, in Siebert 

(edit.）］は，中国の場合をひとつのオプシヨンとみて，先の 4つの特徴を他国に適用できる

かどうか疑問であるとしている。つまり，中国の経済改革は既にハンガリーでの漸進主義で試

されていたが，ポスト社会主義の中欧よりそれほど良好で、あったというわけではない。しかも

中国にはハンガリーの市場経済の基本的要素が未だ欠如しており，未だその幼児期にある。む

しろ中国は，転換期の危機を迎えてはおらず，改革の中途半端な性格により，ただ延ばしてき

ただけだ，というのがPeterNunnenkampの論拠である。

もう少し中国経済改革の特徴を整理して検討できるようにするため B巴rlinerのいう「中国

9）中兼氏は「抑圧と秘密主義は，程度の差はあれ全ての社会主義国に共通する政治文化であったJと
か「ロシア革命を生み出したそのマルクス・レーニン主義イデオロギーが，社会主義体制を徐々に骨

化（ossification）させ，思想の停滞を生み出し，ついには解体させてしまったのは皮肉なことであ

る」と随所に鋭い指摘をきれており，筆者もまったく同感であるが，本文で区別した見方④ lと④

-2がどう関連するのかは，氏の整理からはよくわからないのである。
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第1表 中国モデルとソ連でのペレストロイカの実際

中国モデルの
中国モデルの具体的形態

ソ連ペレストロイカの
ソ連での刷新・改革の実際

基本的特徴 意図

ハードな予算 ①農家請負制による農業生産 ①個人営業法によって私 ×農業が独立したセクターの

制約にある独 の増大／事実上の農家経営 的経済活動を奨励。 指導的役割を果たさず。

立した企業の ⑨下級行政単位が郷鎮企業を ⑦ゴーペラチーフ法に土っ ×閏営企業が自己の利潤を隠

形成 組織～生産物市場を形成 て集団的企業形態を奨 蔽するために組織。

③外国資本との合弁企業 励 ×外国資本との提携は進まず。

国営企業の自 ①生産計画割当ての漸進的縮 ①国営企業法により企業 ×国家注文が残り，企業は物

主的権限の拡 小，計画超過達成分の自由 が省庁からの指令を受 資をE霊匿，横流し。卸売り

大 日反売を認可。 けなくなる。 市場の形成か不十分で，バー

ター取引に。

②所属官庁への固定的支払い ②同左 ×インフレ下で投機的な活動

を超えた部分は企業が留保 を横行させる。実物投資に

し，独自投資にまわす。 まわらず。

公定と自由価 ①その格差を利用した鞘恥引・ ①同左

格の併存 物資の横流し。

（二重価格制） ②政府の価格補償による負担， ②同左 ×インフレ圧力が強く，政府

段階的に統制価格を引き上 による補償が不十分。

げ，市場価格に近付け，最 市場価格に引き上げるこ

終的に統制を解除。 ともできず。

開放経済（貿 ①かつての自給自足政策を放 ①同左

易・資本の自 棄，段階的に企業の自由貿

由化） 易機を拡大。

②人民元と免換券とが分離さ ②免換性実現の見込は長

れつつも経常勘定の上で免 期的展望におかれる。

換性を維持。 それまでは複数レート

を維持。

~経済特別区を設定し，外資 ③同左 ×インフラ整備の遅れと政情

を誘致する。 不安から誘致は実現せず

転換プロセス 漸進的， 危機加速的

の特徴 逓増的 段階的 後退的

実利的 済し崩し的

（下からのイニシア） （上からの発動）

政治的複数主義を認めず 反対派を退けるため政治 ×紛争・混乱により倒壊

的民主化を先行

注）上記は， Berliner [1994, p.251～p.255］の論文から適当に取り出して構成した杭そこにわ要素も含め
である。

ところで， BerlinerJ .S. [1994, p.255～6］は上記の歴史的経験を一つのモデルに構成できるとし， しか
も重要な点でソ連の経済ペレストロイカが同じ要素をもっていたが，「経悌甘諸条｛宇は，政治官搬争料金まる中で

絶えす案化した。 1鈎l年ソ連の聞紙新ロシアでは「ペレストロイカカ現したものは， 1鈎2年1月の“ビッグ・
パン”価格自由化のために捨て去られた」のだという。

モデル」を表にしてまとめてみると，第1表のようになる。

この表からは，中国での改革が下からのイニシアチプと支持，外からの支援・資本導入，そ

して漸進的なやり方などによって低開発からの脱皮に成功したのではないかと言えそうだが，
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これが即中進工業国ないし閉鎖的なソ連型体制に適用できるかどうかは検討の余地があろう。

中国モデル反対論の論拠として第 lに， Chen他［1992］は，中国が農業・農民国であり，

ソ連等の工業国には出発条件が異なるから，中国の経験の適用など考えられないと拒否する川。

しかしBerlinぽ［1994,-p.259］に言わせれば，ソ連のように都市経済が優先的な所では，他

のセクターがその役割を演じるべきなのである。たとえば，需給不均衡が大きいサービスセク

ターがその候補であり，ペレストロイカを農業から始めることの失敗は，したがって中国モデ

ルを追従しなかったことの証拠とはみなされるべきではないとしており， ーつの有力な反論と

なりえよう。

また Goldman[1994, p.191～192］は中国・ベトナムのように原始的農村経済で小規模経

済単位に転換するのは比較的零易だという Aslundの主張に対し，例えば，ソ連の方が新しい

アイデアとか変化を察知できる知的な人々が多く，中国が多く抱える農民層はえてして保守主

義で，改革に無頓着だ、ったとみて，反対の議論も成立するとして批判している。

さらにBrus[ 1993, p.431］も次のような反証をあげる。例えば1956年以降のポーラン

ドで，後進性と小規模経営の伝統は，中国におけるほどには改革プロセスへの有力なインパク

トとはなりえなかった。逆に進んだ農業が市場志向の改革に頁献した場合として，ハンガリー

68年新経済メカニズムは，協同組合農場が中心であっても，個人保有地の拡大，集団的・私的

結合企業の創出にみちびいたのであり，この点を考慮するなら，ソ連農業の改革の障壁もそれ

ほど高くないはずだと判断される。

中国モデル反対論の論拠として第2に， Efstigneev[1993, -p.29］は，中国の市場経済移

行を念頭において「活気溢れた市場の形成は，合体主義的政治制度の基準に強引にあわせて形

成されることはますます困難となろう」とその政治的限界性を指摘する。また彼は，今日の中

国における「規制Jも経済の国家化という枠組みのなかで行なわれており，資源の非効率的利

用の問題を解決しないともいう（Efstigneev[1993, -p.34］）。

とのよろな見解は，自由な市場メカニズ、ムと政治的独裁の非両立性，前者と民主主義政体の

両立性という先入観にとらわれすぎており，かつてハイエクでさえ自由な市場と独裁制との両

立可能性があるとまで言及したことがあり，現実の多様な組合せがありえるという見地からみ

て皮相なものといわざるをえない。

最後にここでの中国モデルに関して Brus[1993, -p.435］による重要な論理的帰結を紹介

してこの項目を締め括ろう。

「新権威主義」理論の支持者は，韓国やチリの例を引合いに出して，市場化への党独裁

10) Efstigneev [1993, p.31～32］も次のように言う。すでにロシアでは住民の25%しか農村で暮ら

さず，中国ではその割合が80%である。したがって農業改革の成果としての生活改善は，ロシアでは

ほんのわずかの住民にしか関係せず，ロシアの農村が国中の深みへの転落を防止することはできなかっ

たであろうと。
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(mono-archy）の積極的な買献がそこに見いだされるというが，その理論は，急進的な経済

的変化は独裁的政府のいわゆる鉄の手によって導かれる場合に，より成功しそうであるという

ものにすぎない。中国の経験から確固たる一般的な回答を試みるのは不適切であろう。

ただしBrusによれば，経済システム改革と党独裁ないし全体主義的政治システムとの両立

不可能という一般化が間違っていたことを示しているようにもみえると反省される。

さらにBrus[1993, p.437～439］は，この中国の成功は将来にも延長できるであろうかと

問題を設定し，「整合的な市場システムへの一層の発展が遅らされるか緩慢な場合，ユーゴス

ラヴィアやハンガリーの改革された経済が危機に陥ったという広範に受け入れられた結論は，

同様に中国にも当てはまるようにみえる」と答える。

逆に，現在の政治的条件の下で，完全に市場志向的経済への移行が可能か，という問題に対

しては，彼は次のような論理的命題を提示する。

①いかなる市場化の進歩も独裁権力の眺望を狭めるであろうということ。

②市場化は，所有権の変化（区分の明確化）とともにのみ進行できるであろうということ。

③市場化は，旧来のイデオロギー的正当性の侵食に貢献し得る。（つまり私的所有権の復権，

所得差別化，失業の可能性といったことのすべては，社会的秩序としての社会主義の放棄とし

て民衆に受け入れられるようになろう。）

④インフレ圧力の強化，失業の増大，実質所得の低下といった事態は，対立するこてつの政治

傾向を生じさせよう。

⑤最終的には，独裁反対の積極的な役割への願望をもった中産階級の出現・成長が市場化の

長期的示唆としてある。以上が現時点で明確に言えることであると。

結論としてBrus[1993, p.439～440］は次のようにまとめている。「少なくともある点まで

は改革派の漸進主義的性格の別のシナリオが，実行可能であり，……独裁制はこのプロセスで

積極的な役割を演じることが出来るかもしれない，ということにすぎないj。そして「長期的

にはフィードパック効果が政治的複数主義のようなもの（民ギイヒ）を高めるであろうという推

測は，白由をそれ自身善と評価するもの［欧米での伝統的な見方一筆者］にとってこの結論の

もつ苦々しい味を幾分和らげてくれるかもしれない」。

Brusのこの論丈は， 30年ほど前の彼自身の見解を自己批判しつつ， しかも中国の躍進とい

う現実がさらに西倶uでの固定観念を揺るがすものとして鋭く把握しながらも「市場化のダイナ

ミズム」に期待を寄せているのであるll）。

11）なおここで中国の学者の見解をほとんど紹介しなかったのは，中国内では未だ当局に娠びしてか，

教条主義的ないし建前だけの論議が横行しているむきがあるためである。例えば，陸［1994］を参照

されたい。そうでなくとも中国自身が自国の動向を十分に分析・評価できないでいることは，エズラ－

F・ ヴォーゲル『中国の実験J（中島嶺雄監訳 日本経済新聞社， 1991年刊， 2～3頁。）から示唆 メ
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A 3 市場移行の順序如何

第3は明確な論争点とはなっていないが，集権的計画経済から市場経済への移行にむけての

政策実施の優先順序（sequence）ないし序列（order）に関するものである。

まずEllman[1993, p.8～9］は，市場経済移行に際Lて3つの課題群を区別する。

①経済安定化政策は，通貨・実物構造のマクロ経済安定化をめざし，財政バランス・安定的

通貨の確立，生産の低下・不足の解消を図るものである。

②制度的変更の政策とは，！日計画経済の制度を廃止し，混合経済を導入するための制度変更

を阿るもので，具体的には党の経済的指導を後退させるとか，農地改革による土地の私有化，

割当制にかえ生政財市場（卸売り商業）を創出する，共和国・地方の経済的自立のための財攻

主権確立など，要するに意思決定権限ないし所有権の分権化・分散化である。

CT構造的変化の政策とは，環境汚染の防止，軍産複合体の民需転換，独占解体・集中排除，

など実質的に産業構造を調和化・高度化をめざすものである。 Ellmanによれば，①は②によっ

て妨げられることもあれば，③は②を通じて実現されるといえる。また政策の中には，例えば

通貨の交換性同復の手段のように，①であり②でもあるというように境界線は暖昧な場合もあ

る。

そこで次に， a:経済安定化政策を率先して始めるべきか，それとも②制度的政策と③産業構
造的変更の対策を一緒に平行して始めるべきかという順序づけの問題があるが，これについて

もEllman[1993, p.14～15］は次のように指摘する。

つまり広汎な不足とハイパーインフレにある89年のポーランド，ソ連解散後のCI S諸国に

は①での“ショック・セラピー”も必要かもしれないが初期条件の異なるハンガリーでは必

要ないと，また通貨と実体経済の両方の安定化に成功した例は， 82～85年のポーランドでのヤ

ルゼルスキの政策だ、ったが それも軍事的圧政というコストを払つての一時的な成果でしかな

く事態の根本的な解決には程遠いものであった。したがって統ーされた順序付けなどなく，た

だ初期条件に依存するのみとも言える。 Ellman自身［1993,p.32］は，この間の限られた経

験からは，明確な結論を引き出すのは困難であるとしている。

ただ明確なのは， Goldman[1994, p.210］もi言うように，ある種の改草手段は A 緒に一度

に実施されるべきだが，新しい制度の創出を含む他の手段は漸進的に進化すべきであるという

ことだけであろう。

ところでMckinnon[1991, p.4～8］は，初期条件の違いによって自由化の序列は変わり得

るが，それでも共通の特質があるとして，次の基本的段階を提言する。第1は，中央政府財政

される。とはいえ西側でも中国の最近の事態をみて，もはや「社会主義」ではなく列記とした「資本

主義jに転化しているとまで誇張するものもあるが，中国経済体制の実態が一種の「混合経済」であ

ることには間違いないのだが，それを「社会主義市場経済」と名付けることの是非については大いに

議論の余地があろう。
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の均衡化であり，これが金融自由化に先行すべきである。それとあわせて，分権的市場の設定

に際し，徴税機構の整備も必要条件である。第2は，国内資本市場の開放であるが，園内価格

水準の安定と赤字解消のもとでのみ進行し得る。第3は，外貨・外為交換の自由化で，その際

も，外国貿易の自由化は国内取引上の（不均衡）価格の規制緩和と並行Lて進むべきとされる。

（ところが91年のソ連では，その予算がハード化されず，外貨レートが A本化されない前に，

企業の外国との取引が自由化され，混乱してしまった。）

Mckinnonは，開発経済学と国際金融理論から整合的な経済自由化の序列を展開しようとし

ているのであろうが，その対象固にそれだけの犠牲を払う合意ないし受入態勢が整っていなけ

れば，裏目にでて深刻なスタッグフレーションに陥りかねないといえる。

最後にChow[1993, p.65～71］が整理した中国での改革順序を紹介しよう。それは，

第1ステップ～家族請負制など地方で始められた実験の成功をみて，第11期4中全会は，

1979年9月それを国民政策として公認。

第2ステップ～私的市場と自営業の奨励一一農民たちは，また現金収入用の作物に生産活動

を拡大。その聞に都市でも種々の店舗が発展。数年後には（数名の集団的所有による）軽工業

（農村部での子工業，都市での縫製工場）の発展一一郷鎮企業へ。

第3ステップ～国営企業改革（小企業〈固営の店舗，レストラン，工場，ホテルなど〉の請

負帝lj，経営者の公募を実施。そのなかから80年代には私企業を設立する企業家が登場。）

第4ステップ～多くの価格が需給調整による価格設定へと段階的に移行した。（二重価格制

度が存続。）

第5ステップ～消費財供給の統制解除。

第6ステップ～対外開放。（企業単位だけでなく，地方政府にも輸出奨励。）

第7ステップ～租税と信用統制を通じた規制方式へ移行。

かくして92年10月の党大会は「社会主義市場経済Jを宣言したが，その時までに国民生産物

の65 %以上は利潤追求型の経済単位によって生産されるようになった。

N. R. Lardy [1993, p.75, in Siebert (edit.）］は，上記の改革の順序が市場創出の場合に

一致しているというが，中国政府当局が上記のステップを目的意識的にJI［買を追って進んだので

はない。後から結果的にそのような順序付けがなされただけのことである。ここでも明確なの

は，最初に下からの改革の動きと日に見える成果，そして漸進的な統制解除という方向性であ

り，中国のような大規模なところでは，ワンパッケージで一度に改革をするというのは，土台

困難だ、ったのであろう。

A-4 漸進主義かショック療法か

第4は，市場経済移行の方式をめぐって， 1990年～92年に東欧やロシアで実施された“ショッ

ク・セラピー”か，それとも中国での“i新進主義”的やりかたか，どちらが望ましいかという
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論争点である。

これに関しては， “ショック・セラピー”として知られる IM F勧告が，旧ソ連や東欧の命

令型計画経済体制の実態を十分に考慮せずに，市場経済を前提として，価格・貿易の自由化，

財政・金融の引き締め，企業整理・リストラによって，マクロ不均衡を一挙に是正しようとし

ていたので，その結果は，旧社会主義国で惨めな失敗に終わったという評価が大勢を占める。

そこでRossのように中国の漸進主義を適用すべきだ、ったという主張もあれば，あくまで新

自由主義的立場を堅持して AslundやSachsなどは “ショック・セラピー”を徹底しなかっ

たから失敗したのであり，そのやり方の不徹底さを詰るものもいる。例えば Aslund[1993, 

p.51］は「ショック療法の導入はできるだけ早く基盤を正しく設定するという意味で社会的公

平性の問題だけなのではない。漸進的政策は，国家権力の弱体なことのために典型的に，無秩

序で社会的にも無責任である」という 1九しかし私が以前にも端的に指摘したように急進主義

的改革論者の方が無責任というべきであろう。彼ら西側に住むものは 旧東側での惨めな失敗

の付けを被ることがないから，気＊かもしれないが，当地の学者はそうはいかない。 Efstig-

neev [1993, -p.32］などは，急進的やり方に批判的にならざるをえず，長期に構えるしかな

いとして，あきらめにもにた境地にあるようにみえる則。

Hanin [1991, p.82］も， 90年末の時点で，私的セクターの形成には漸進的な歩みしか考え

られないという Kornai,J.の意見に賛同し，市場移行を一度にやるというのは破局を招くだ

けで，その移行は漸進的かう段階的に慎重にやるべきで，しかも「市場移行の準備のある部門

（農業，軽；l業・食品，自動車輸送，一部建設，サービス）と移行が難しく当面は国家規制を

受ける部門（重工業，鉄道・海運など）」とを区別して，産業構造・組織論からの現実的なア

プローチを示す。

またBrus[1993, p.425］も次のように総括している。 89～91年の劇的な諸事件は，体制内

改革がありえず＼資本主義転換へのドライブしかありえないという立場を強固にし，反対に，

漸進的変化は（過去の実例に照らして）保守的な体制内改革とみられた。だが時聞が経過する

12) Sachs J.白身の立場は，旧ソ連諸国が元に戻らないためにも西側が大胆な援助をすべきというも

ので，当面の処方婆としては“ショック療法”しかないとみているコ（『IM Fリポート.I55 56頁，

62頁，「ロシアの失敗，中岡の成功？J『週刊東洋経済.I95年3月4日号を参照。）なお西側がとるべき

援助姿勢について立場の遠いは，拙稿［1993,170～171頁］を参照されたい。

13) Juravlev [1991, -p.68］は， 90年末の危機的状況からみて“ショック療法”もやむをえないかも

しれないが，それには人々の合意と覚悟が必要であり，当時のソ連にはそのための条件が不十分であ

るとしていた。

また Efstigneev[1993, p.32］は次のように言う。東欧では，すでにハンガリーにおいて漸進的

改革が試されていたが，その限界が次第に理解されだした。 80年代末にその他の東欧諸国では，旧ソ

連と同様に危機前ないし危機的状態にあり，これらの固からより穏健な市場移行の仮説的可制空を奪っ

ていた。そこで第2のヴアリアント「ショック療法Jが登場した。……しかしショック療法は必ずし
も成功しておらず，市場均衡の代わりに超インフレが生じたのであるど。
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につれて，その見方は弱まった。その修正へと導いたのは， “ショック・セラピー”が経済安

定化に適しておらず，構造的変化にとっても無意味（ないし有害）なものとわかった実際の経

験である。市場の諸関係はそもそも進化的に形成されるものであるという認識が，修正への第

2の源泉であった。

そもそも“ショック・セラピー”はどちらかというと， A 3での課題群①「経済安定化政

策」に含まれ，中国の“漸進主義”は②「制度的変更Jに含まれるから，次元が異なるとも言

えるのであるが，旧ソ連・東欧の困難は，①での失敗（旧来の体制的特徴を無視したIM Fの

勧告による）が大きく影響しているため，②の方も成果が見えてこないのではないかというこ

とが，論理的帰結として言えそうである。そして①が好首尾であってこそ，同時に②の実施が

可能であって，その逆はありえないであろう。ありえるとしたら，いわば“済し崩し的なやり

方”でしかなく，かえって混乱を大きくすることになりかねない。

本稿では，中ソの80年代後半を対象としており， 92年以降のロシアを含めないのでこの論争

点をこれ以上論じることはしない。むしろ本稿で問題になるのは， 80年代後半からのペレスト

ロイカと「改革・開放」路線との直接的な対比である。前者のペレストロイカは，ゴルバチョ

フ等が上から発動した政治改革を先行する社会経済体制の民主化であるが，後者の中国での

「改革・開放J路線は，共産党の一党独裁を堅持しつつ，下からの自発的な改革の動きに触発

された市場＝資本導入のやり方である。両方とも当初は漸進主義の考え方にあり， Berlinerや

Goldmanにいわせれば，「中国モデルjの基本的特徴を経済ペレストロイカとしての「国営企

業法および関連法」が組み入れていたというのである。

例えば， Berliner[ 1994, p.256］は，ペレストロイカがわずか4年しか続かなかったので，

中国の改革の最初の4年間と比較すべきであろうとし，「事実，ソビエト経済はペレストロイ

カの限定された寿命の聞に中国の軌跡にそってかなりの距離を動いた」と評価している。

またBrus[1993, p.426］は，中ソの改革での重要な共通点として次の三つをあげる。

①両固とも，命令型システムに限界を感じた指導部により改革プロセスが“上から発動され

た”。また毛沢東死去以降から改革・開放までの聞での模索，ソ連ではアンドロポフとゴルバ

チョフ初期における模索は，多くの共通点（経済成長加速化，秩序・規律への依存）がある。

②基本的な類似性は，二人の改革指導者（部小平とゴルバチョフ）の政治的目標（社会主義

の建直しと共産党独裁権力の強化）が同じということ。

⑤漸進主義が両国の改草プロセスにとり共通の特徴とみなされるべき。しかし事前のデザイ

ンは，当初にも，その後のゆっくりとした急進化の過程でも一切存在しなかった。そして経済

的漸進主義はいわゆる政治の漸進主義を伴っていた。

だがBrusのあげる①の共通点はむしろ反対で，発動が上からにしても，改革の実際の動き

は中ソで異なるというのが定説であろう叫。それとゴルバチョフ等が結果的に旧制度を解体し

14) Chen K.他［1992,p.215 ］によれば，例えば，土地のリースと農家への割当て設定は，中 メ
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てきたということからみても②は共通点となりえないであろう。

そこで私は，ソ連のペレストロイカと中国の「改革・開放J路線を比較すれば，その共通点

（第1表の経済的ー側面）よりむしろ差異（その他の側面や要因）の方が大きくかっ重要では

ないかとさしあたり考える。

中国の改革に特徴的なことは，ペレストロイカとは違って，市場化が確実なものであり，

宅活水準の向上と一体となった経済急成長を随伴したということであるが（Brus[1993, 

p.430］，それに対してペレストロイカの収穫は，ほとんど何も前進せずに，経済悪化という巨

額のコストをもたらし，命令型経済を解体するだけの消極的なものでしかなかったと理解され

得る。また反面ペレストロイカ発動下のソ連では， 下からの支持どころか反対の雰囲気が醸し

出されたのはどうしてなのかという問題がさらに問われるべきであろう 15）。

A 5 ソ連型システムの生命力にかかわって

第5番目の論争点は，今までの旧ソ連・東欧での「市場移行」改革ないしシステム転換の経

験を総括して，未だソ連型システムの復活があり得るかどうかという点である。

Mckinnon [1991, p.l～2］は，”今世紀の歴史をみれば，現在のいかなる社会主義計嗣経

済より市場経済の方が良かった”という Heilbronerの見解（Mckinnon[1991, p.l］より再

引用）を肯定した土で， 90年代までに分権的経済自由主義の原理が完全に勝利したのであって，

この教義は第3世界にも波及L，国有・統制経済の失敗を前に，残るは貿易制限と国内保護政

策のみであろうと断言する。

私見では，経済的に遅れた国が先進諸国からの技術的・資金的援助を受け入れるべく国内経

済を開放し，資本の進出を容易にしたほうが，東アジアの「成功Jにみられるように急成長を

可能にさせたにしても，それで全て問題が解決したわけではない。市場化に伴う弊害・腐敗現

象だけでなく，先進工業国からの経済的従属なり囲内での所得格差と不平等などはむしろ拡大

しよう。この新たな次元での問題群が見据えられるべきである。

そもそもロシア革命が目指したものは，第1次世界大戦での列強・帝国主義の支配からの自

立であり，労働者・勤労者の主権の確立であったが，その後の経済建設がスターリン主導の歪

国指導部により1979年に一旦は禁止されたが，その後容認されるようになり， 1984年末までに，中国

の耕作地の93%以上が，農家に請負い契約にだされるようになった。

15）この点に関して， Berliner [ 1994，中.268］は次のように言う。ソ連では，都市住民大衆は，一

方でよりよき生活に憧れていたにしても，ソヴィエト社会主義での職業保障と緩やかな労働条件とを

失うことを心配した。ましてや農業従事者は個人農業のリスクと苦労を引き受けようとはしなかった。

したがって経済転換へのドライブは上からの革命であった。

また Ellman[1992 a, p.19］が紹介したところでは，ペレストロイカを当時のソ連が外部からの

脅威（80年代の技術革新への遅れ，レーガン政権の軍拡・ SD I計画， 80年ポーランド・連帯運動で

の党の指導力凋落など）によって迫られた体制建直しの運動とみなす見解もあった。
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なものになり， 30年代に確立したソ連型社会主義は，自由と民主主義の理想、から程遠い軍事抑

圧的な集権的国家体制にほかならなかった。戦後幾度も軌道修正が試みられ，最後の体制内改

革としてのペレストロイカも失敗に終わり，このソ連型システムの崩壊は歴史的事実となった。

そこでTreml[1993］に言わせれば，西側の専門家の間でも，かのソ連型体制が社会主義モ

デルとは無縁のものという主張もあれば，あれこそがマルクス・レーニンの考えに忠実に従っ

て出現したシステムだという主張とに別れている。

しかし常識的にみても，一つの理想がそのまま現実化することは絶対にありえないから，そ

の両方の見方とも極端さがみられると言わざるをえないのである。

いずれにせよ，体制が崩壊しでも，それに代わる新たな体制が確立するまでには時間がかか

る。その問旧体制の既得権を放棄させられた保守的大衆層と移行期に支配的地位に留まること

のできた旧ノメンクラチューラ層とは，市場経済移行が頓挫しかかるたびに，ソ連型集権的シ

ステムへの復帰を日指すことがありえよう。何故なら，一方で市場システムが未成熟であるた

め，国家主導の規制的やり方の方が，秩序だ、っていると考えられるからであり，他方で民主主

義政体の方も未成熟であるので，一般市民ないし「中間階級」による民主的規制が期待できず，

独裁的政治が生まれやすいからである刷。

ところでHanin[1991, p.83］は，崩壊しつつあるソ連型システムを前に，もはや自力で危

機から脱出することは不可能と論じ，将来考えられるのはニつの方向性であるという。第1は，

保守派が力をのばし，ネオ・スターリン主義的に秩序を回復しようとするが，それは体制の崩

壊を引き伸ばすだけであろうとみられる。第2は，彼が言う最善のヴアリアントで，強力な民

主的権力を樹立して，なんとか90年代に危機から脱出じて， 21世紀始めには発展条件の整備が

創出されていれば良いとするものである。

上記で何度か，二つの立場とか方向性に分類・区別されたものを紹介してきたが，このよう

16）民主主義政体を組み入れた社会体制では，政治的にも経済的にもその体制を支えるのは「中産階級j

だという考え方はBrusから示唆されたものだが，この点は政治学の課題でもあり，本稿では暫定的

な評価としておきたい。

本来「中産階級」（middleclass）は資本主義社会の幼児期における小ブルジョアジーを意味する

（旧）中間層のことであったが，ここで使う言葉は，大衆消費社会での経済を実質的に支える中堅的

な階層という意味で、使っている。

旧ソ連ないし現ロシアでは，すで、に高学歴社会に入っていたから階層としては「中産階級」を担え

る人材に不足しないはずであるが，ただその訓練なり自覚が，旧体制の下で十分でなかったというべ

きなのか，これも社会学からアプローチする意味があろう。

また民主的権利としての「国民主権」は絶対的概念ではあるが，政治形態としての「民主主義」は

実体的には相対的概念であり，未だかつて市場経済体制をとる国で理想的な民主的政体を体現できた

ところはどこにもないのである。その形式論理的理由は，すべての人間が完髪な民主的行動を担える

能力を持ち合わせているとは限らず，しかも世代交代が宿命であるから，時には後退も当然起こり得

るということにある。
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な方法論は，比較経済体制論の分野において単純化しすぎるという誤りをおかし，有害ですら

ある。何故ならば，いまこのHaninの区分にしても，現在のロシアには［健全な中同層」が

育たないが故に，第2の最善のヴアリアントは考えられないという悲惨な論理的帰結しかでて

こないからである。

Ellman [1994, p.18］が90年代最初の4年間の経験から総括しているように， 80年代に西

側の専門家の共通見解であった“政治的民主化なしには，経済改革からシステム転換に進まな

ければ，経済状態の根本的な改善は不可能で、ある”という「命題Jは，ある程度東欧に当ては

まっていたにしても，概して真実ではないとういことがわかった，という評価の仕方しか今の

ところは出てこないのかもしれない。

つまり移行のプロセスは多様で、あり，それぞれに独自性をもたざるをえないから，どういっ

た順序と体系の政策であれば成功間違いなしとは誰にも言えない。ただ確実なのは，出来るか

ぎりコストなり犠牲を最小限に抑え，安定ないし安全という価値基準を優先すべきということ

であろう。そうでなければ政策当局は大衆的支持を得られず，長期的にみても成功を保証され

ないであろうからである。とはいえ ソフト・ランデイングかハード・ランデイングかの二者

択ーをせまり，前者の道が閉ざされたから，後者しかないとする「急、進改革派」のスタンスは

いかにも方法上貧弱であると言わざるをえない。

A 6 tJ＇括

第1部のまとめとして，最後に中ソ比較分析へのアプローチついて述べる。自然科学の実験

のように時間と場所（外的環境）を捨象することは，社会科学の場合通常不可能であるから，

体制比較としてある経済体制と別の経済体制を比較検討する場合，差異性ばかりとりだされ，

無意味になってしまうか，歴史的空間・環境が違うとしてミス・マッチとみなされるだけにな

ろう。そこでBerlinerのように 体制モデル（体制の基本的特徴のグループ）をとりだして，

異時点間でその適用可能性を論じるしかないようにもみえる。（Rossも閉じ方法論的立場にあ

る。）しかし「体制モデル」といったものは，ごく抽象的な世界では抽出できでもあまりにも

現実離れしており，ここでの中ソ比較に適用するには重要な歴史的要因を度外視してしまう危

険カfある。

そこでBrusがしたように，同じ時期における中ソの対応を比較する，つまりそこで政治的

要因（民主化か独裁維持か）が経済改革に及ぼした意味を中ソの場合を比較対照しながら検討

するという試みである。

このように体制比較分析には困難がつきまとい，確立した方法論もないのであるが，さしあ

たり，私もそのようなある側面・要凶から具体的体制の動態を比較検討するというアプローチ

がもっとも効果的であろうと考える。そこで本稿では， Brusにならい，閉じ時間軸で，同じ

外部環境のもとで，中国とソ連が何故対照的な様相を示すことになったのか，という問題関心
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から，あるいは， Brusの分析視点とは異なって，政治的要因を度外視して，ソ連型システム

の崩壊と中国の“損合経済”型実験の「成功Jを政策選択の巧拙によって説明できるものかど

うかという問題設定から， 80年代後半の中ソ両体制の動向を比較検討することが次の課題と

なる。
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